[bookmark: _GoBack]森林環境税(仮称)等の創設について経営懇談会資料
平成30年１月18日
盛岡広域振興局林務部

１　森林環境税(仮称)及び森林環境譲与税（仮称）の創設　　　　　
(1) 平成30年度与党税制改正大綱（H29.12.14公表）では、森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）の創設が明記された。
(2) 森林環境税（仮称）は、地方の固有財源として、市町村及び都道府県に対して、森林環境譲与税（仮称）として譲与する。
(3) 森林環境譲与税（仮称）は、市町村が行う間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発等の森林整備及びその促進に関する費用並びに都道府県が行う市町村による森林整備に対する支援等に関する費用に充てる。
【制度設計イメージ】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（林野庁資料より）
[image: ]

２　創設時の経過措置　　　　　　　　
(1) 市町村の体制整備の進捗に伴い、譲与額が徐々に増加するよう借入額及び償還額を設定する。
(2) 市町村が行う森林整備等を都道府県が支援・補完する役割に鑑み、都道府県に対して総額の１割を譲与する。
(3) なお、制度創設当初は、市町村を支援する都道府県の役割が大きいと想定されることから、譲与割合を２割とし、段階的に１割に移行する。
【各年度の譲与額と譲与割合及び基準】　　　　　　　　　　　　　　　　（林野庁資料より）
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３　市町村による新たな森林管理　　　　　
　自然的条件が悪く、採算ベースに乗らない森林を、市町村自らが管理を行う新たな制度について、国は、平成31年度施行に向けて法制化を検討している。
【市町村自らが森林管理を行う新たな制度のイメージ】　　　　　　　　　　　　（林野庁資料より）
　　[image: ]
1
image1.png
FR31EENL M

Ho& ® B & B

ERFRRE®B 1,0001/F

R A R B 3,000M/%F

A R —womEE TR

N

®Oo#E K o8

o TEHDXIE =

[ ] [ ]
[ 0 i FF [} ZEMHNEBEBEEE B &
x -—
4 u EREE
izl i) it ORAHATHERS/10, OFEREER2/10, DADS/10
- % QEHERLBRESY
= | & # & 5 $ azp 1,000/ 11/10 9/10
B (BRI BT DT D)

IR RB A [

[iz] ] t

i ES % &

® Btk wsrer mEoREsEaD)
® AMBER-BLFER
o KHAFIFAEE. EREX =





image2.png
g BRJTEEEHIR

F IR E R (R

nEE| [FaE

(BAz: &)

#9300 | | #9600





image3.emf

